
子どもの運動不足解消のための運動機会創出プラン
アクティブ・チャイルド・プログラム（ＡＣＰ）を活用した
運動遊び促進事業　実施要項
１．目的
　　新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴い、全国の学校に対する一斉の臨時休業の要請と全国的なスポーツイベントの中止等の要請が行われたことにより、子どもの運動不足による体力の低下が懸念されているため、さらには日常的にスポーツを行う場を持たない子どもたちが身体を動かす楽しさを体験する機会を提供するため、公益財団法人日本スポーツ協会が推進するアクティブ・チャイルド・プログラム（ＡＣＰ）を活用した標記事業を実施する。
２．実施形態
公益財団法人日本スポーツ協会委託事業（スポーツ庁国庫補助事業）
３．実施団体
公益財団法人愛媛県スポーツ協会
４．実施期間
令和２年９月１日～令和２年12月31日
５．事業形態
本会と事業実施者（事業を実施する団体又はチームの代表者）との業務委託

６．実施方法
業務委託を受けた事業実施者は、関係者の連携のもと、子ども（幼児・小学生）を主な対象としたアクティブ・チャイルド・プログラム（ＡＣＰ）を取り入れたイベントを15分以上開催する。
７．対象経費　


（１）業務委託の対象経費は、謝金、旅費、借損料、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、会議費、雑役務費に支弁することができる。
（２）本会にて、事業計画書の精査を行い、適正と認めた場合、業務委託契約を締結のうえ、本会から事業実施者に対して委託金を交付する。
（３）事業実施者は、契約締結後及び支払う場合には、別に定める基準に基づき、経費の効果的な使用に努めること。
（４）事業実施者は、委託金の収入及び支出に当たっては、他の経費と区分して帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、経費の状況を明らかにしておくものとし、事業を実施した翌年から５年間保存する。本事業に対し、会計検査院による検査が実施される場合がある。
　　（請求書及び領収書等の証拠書類については、宛名は事業実施者とし、業者発行の請求書及び領収
書の写しを本会まで提出するものとする。また、事業実施者において、事業終了の翌年度から５年
間保管しておくこと）

（５）本会は、事業実施者が委託要項、業務委託契約書又は経費処理要項に違反したとき、実施に当たり不正若しくは不当な行為をしたとき、又は委託事業の遂行が困難であると認めたときは、委託契約を解除し、経費の全額又は一部について返還を命じることができる。
８．委託金の交付
（１）本会は、事業実施者からの実施計画書に基づき、事業実施者と業務委託契約を締結し、事業実施
者から前払い請求があった場合、委託金額の80％以内を前払いする。
（２）本会は、事業実施者からの事業報告書を精査し、適合すると認められるときは、事業実施者に対
し、確定した委託料の額を通知するとともに、確定額と前項により前支払いした額との差額を支払
うものとする。
９．事業完了の報告
（１）事業実施者は、本事業が完了したとき、変更の承認を受けたときは、事業終了後１カ月以内または令和３年１月６日（水）までに事業報告書を本会に提出するものとする。
（２）本会は、事業の成果普及等のため、事業報告書のほか、事業における取組について事例の提供や成果の報告等を求めることができる。

10．事業変更（中止）の報告
（１）事業実施者は、契約締結後、スポーツ用具の購入に変更が生じる場合または事業を中止する場合
は速やかに本会へ事前に報告するものとする。

11．委託金の額の確定
（１）本会は、上記９により提出された事業報告書類について、検査及び必要に応じて現地検査を行い、その内容が適正であると認められたときは、委託金の額を確定し、事業実施者に対して通知するものとする。
（２）上記（１）の確定額は、事業に要した実支出額又は委託契約額のいずれか低い額とする。
（３）上記（１）の確定が前払交付済額に満たない場合、事業実施者は確定額と前払交付済額の差額を本会へ返納しなければならない。
12．その他
（１）本会は、事業実施者による本事業の実施が当該趣旨に反すると認められるときは、必要な是正措置を講ずるよう求めることができる。
（２）本会は、必要に応じ、本事業及び経理処理状況について、実態調査を行うことができる。
（３）この要項に定めるもののほか、本事業の実施に当たり必要な事項は別に定める。
